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～中国のマスク需要～ 

新型コロナウイルス感染症の流行以降、マスクが生活必需品となりました。昨年の日本においては、

「マスク不足」を解決するために自動車や電子機器メーカーなどの異業種が次々とマスク製造に参入し

ました。また、ユニクロなどのアパレル業界の参入で吸収速乾や接触冷感などの高性能な「布マスク」

が浸透しました。日本最大の手袋の産地である香川県でも、手袋の素材や縫製技術を活用し、マスク製

造に参入した企業もありました。 

 

 中国でも日本同様にマスクが生活必需品になりました。 中国は以前より、世界最大のマスク生産及び

輸出国であり、中国国内だけでもマスクを製造する企業は 2020 年１月時点で 16,625 社あります。１日

あたりの生産枚数は 2,000 万枚に達し、2019 年の中国国内におけるマスクの生産量は 50億枚を超え、世

界の年間生産量の 50%を占め、生産額は 102 億元（約 1,570 億円）です。中国では、新型コロナウイルス

感染症が流行する前から、感染予防以外での目的でマスクが使用されていました。主に空気汚染から守

るためにマスクを着用するほか、東北地域では防寒対策でマスクが着用されています。 

 

新型コロナウイルス感染症は日本の正月にあたる春節中（2020 年１月 24 日～１月 30 日）に大流行し

ました。連休中であったため、工場の生産は止まり、春節明けに生産再開をしても供給が追いつきませ

んでした。しかし、春節明けから３月末までの間で、約 9,000 社の企業が新たにマスク製造を開始した

ことに伴い生産能力も回復し、マスクの供給は安定を取り戻しました。中国では 2020 年３月 1日から５

月 31 日までの間で、200 か国と地域にマスクを輸出しました。新型コロナウイルス感染症の流行直後は

マスクの価格は２倍以上に高騰しましたが、４月以降価格は戻りつつあります。 同時に、中国国内の新

型コロナウイルスの新規症例は局地的に発生しているものの、海外からの輸入症例が占めています。現

在中国ではマスクの着用要求が緩和されておりますが、地下鉄及び新幹線などの公共交通機関では、依

然マスクの着用が求められています。 

 

現在の中国人消費者は、主に新型コロナウイルス感染症予防のためにマスクを購入しています。その

ため、布マスクより感染予防効果の高いといわれる不織布マスクの消費が占め、公共の場で布マスクを

着用している人はほとんどいません。 中国で販売されている布マスクは主に、防寒対策及び日焼け対策

用などのマスクです。 

 

新型コロナウイルス感染症の流行に伴い、「大勝」、「三奇」、「白雲山」、「比亜迪」などの中国ブランド
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が認知度を上げています。中国では１枚あたり１～２元の低価格のマスクの生産を主としていましたが、

新型コロナウイルス感染症の流行以降、1 枚あたり 10～30 元の高機能で高価格のマスクの生産が格段に

増えています。  

新型コロナウイルス終息後もウイルス対策衛生用品の需要は高まり、高価格帯で予防効果の高いウイ

ルス対策衛生用品を購入する消費者は増えるでしょう。 

中国では布マスクはあまり浸透しておらず、日本製のような高機能な布マスクはまだ尐ないです。中

国市場で展開するうえでは、価格設定及び中国人消費者の生活習慣に合わせた着用シーンの提案などの

マーケティング戦略が重要になるでしょう。 

 

 

 

【新政策動向】 

 大都市でコロナ警戒体制強化 企業も自主規制、経済活動に影響 

インド由来の新型コロナウイルスの変異株「デルタ株」が７月下旬から全国的に拡大しているこ

とを受け、広東省広州市や上海市などの大都市が防疫体制を一層強化している。感染拡大の中心

地である江蘇省南京市や湖南省張家界市以外にも防疫規制強化の波が広がった。自主的に従業員

の移動を制限する企業も現れており、経済活動に大きな制約が加わっている。 

 18 歳以下のワクチン促進 

８月２日、中国教育省は、新型コロナウイルスのワクチン接種を全国の 18歳以下の学生らに促す

よう各地の教育行政機関に通知したと発表した。夏休み期間中にコロナの感染者がじわりと増え

ていることから、危機感を強めているとみられる。 

 陸家嘴を世界一の金融都市に育成 上海市 

８月 12 日、上海市政府は中国（上海）自由貿易試験区（上海自貿区）の一角を占める陸家嘴の発

展に向けた第 14 次５カ年計画（2021～2025 年）期間の構想を発表した。金融機関の誘致に一段と

力を入れ、陸家嘴を世界一の国際金融都市として発展させる。 

 フッ化物企業 30 社が生産停止、安全性に問題 

中国応急管理省は、フッ化物を取り扱う国内メーカー30 社に対して生産停止を命じた。各メーカ

ーの生産面のリスク管理能力を検査したところ、多くの企業に問題が発覚したことを受けた措置。 

応急管理省は化学業界団体などと連携し、18 省にまたがる大規模な検査を実施。 

 ネット不正競争禁止、IT 大手へ統制強化 

８月 17 日、中国当局は、インターネットでの不正競争を禁止する規制案を発表した。通販などを

展開する事業者は、ライバル企業のサービスの妨害や、消費者の選択肢を制限するような操作を

してはならないと規定。 

 

 

 

 

政策・経済トピックス 
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【経済・産業】 

 交通インフラ投資、上半期は 1.5 兆元超 

７月 29 日、中国交通運輸省は定例会見で、今年上半期（１～６月）の交通分野への固定資産投資

（実行ベース）が前年同期比 8.3％増の１兆 5,708 億元（約 26 兆 6,900 億円）だったと発表した。

新型コロナウイルス流行前の 2019 年同期と比べると 22.2％増加した。 

 単身者１億人の規模、「お一人様経済」が伸長 

１人暮らしをする中国の独身の成人は今年中に１億人に迫る見通し。家庭への経済負担がなく、

収入を自身の趣味・嗜好に存分に充てている特徴があり、独身者の需要捕捉に向けてサービス、

製品を打ち出す企業の動きが近年活発している。 

 化学肥料の輸出一時停止、国内供給を保障 

７月 30 日、中国国家発展改革委員会（発改委）は、一部の主要化学肥料メーカーの輸出を一時停

止すると発表した。国内市場への供給を保障するためとしている。 発改委は、一部の化学肥料メ

ーカーを呼び出して、法規制にのっとり秩序ある経営をするよう指導した。 

 追加接種に異常なし、中国生物の臨床試験 

８月 10 日、中国国有製薬大手の中国医薬集団（シノファーム）系の中国生物技術は、新型コロナ

ウイルスワクチンの３回目の接種について、臨床試験の途中結果を明らかにした。３回目の接種

後は深刻な副反応がなかったほか、抗体の数値が上昇した。 

 車載半導体不足、８月も生産に影響 

８月 10 日、中国自動車産業の業界団体である全国乗用車市場信息聯席会（CPCA）の崔東樹秘書長

は、８月も引き続き車載半導体不足が生産に悪影響を及ぼすとの見方を示した。ただ、９月には

状況が改善に向かうとみている。 

 海外からの対中投資、１～７月は 25.5％増 

８月 13 日、中国商務省は、外資による中国への 2021 年１～７月の直接投資（FDI）実行額（金融・

証券・保険関連を除く）が前年同期比 25.5％増の 6,721 億 9,000 万元（約 11 兆 4,300 億円）だっ

たと発表した。 

 各地方で大学新卒者の就業に助成金 

中国各地で大学新卒者の就業を支援する動きが広がっている。一部地方では就職が決まった新卒

者に助成金を支給。新卒者を雇用する中小零細企業に対する雇用助成金も導入し、新卒者の受け

入れ先と企業の人材確保を後押しする。人材を現地に引き留めたい狙いもある。 

 

【日系・外資企業動向】 

 ヤクルト、海口市に支店設立 

ヤクルトは、海南省海口市に支店を設立し、スーパーマーケット等の店頭で乳酸菌飲料「ヤクル

ト」および「ヤクルトライト」の販売を８月２日より開始した。今回の支店設立で、更に販売体

制を充実させる。これにより、中国の販売拠点は 50 か所となった。 

 

 

https://www.nna.jp/news/show/2220152
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 トヨタ合弁一部ライン停止、半導体不足と報道 

８月５日、トヨタ自動車の中国合弁会社「一汽トヨタ」と「広汽トヨタ」が半導体不足により、

一部生産ラインの稼働を停止したと報じられた。減産対象の車種や台数は明かしていない。  

 武漢工場を約２週間ぶり再開 ホンダ 

８月 16 日、ホンダは新型コロナウイルスの感染再拡大の影響で稼働を停止していた湖北省武漢市

内の工場を再開した。新型コロナの国内症例が減尐傾向にあるほか、当局の指導のもと、防疫対

策を徹底することを前提に工場を再稼働した。  

 

【人民元情報】 

人民元市場レート（2021 年８月 20日時点） 

外貨名 100 日本円 

中間値 5.9146 人民元 

 

【中国ビジネスワンポイントアドバイス】 

～上海市における外国籍者の社会保険加入～ 

 上海市における外国籍者の社会保険加入につきまして、2021 年８月 15 日が期限となっておりま

した加入免除の関連規定（滬人社養発【2009】38 号、滬人社法【2016】301 号）が延長されません

でした。現在（2021 年８月 17 日）までにおいて、「強制加入」に関わる細則は発表されておりませ

んが、「加入が可能（任意加入）」という通知が廃止されたことにより、一般的には上海市の外国籍

者についても中国社会保険の加入手続を進める必要があると理解されています。 

 

【上海市の関連規定】 

・滬人社養発（2009）38 号 

http://rsj.sh.gov.cn/tylbx_17283/20200617/t0035_1389709.html 

・滬人社法（2016）301 号 

http://rsj.sh.gov.cn/tqt_17339_17339/20200617/t0035_1389099.html 

※「加入が可能という通知（38 号通知）」は、「301 号通知」により 2021 年８月 15日まで延長とな

っておりました。 

 

【加入する場合の 2021 年社会保険（5険）の内容（外国籍者は住宅積立金加入不要）】 

・医療保険（会社負担 9.5%、個人負担 2%） 

・養老保険（会社負担 16%、個人負担 8%） 

※日本から派遣される駐在員は、「中華人民共和国で就労する被用者のための日本国公的年金の適

用に関する証明書」の提出により、養老保険加入は免除されます。 

・失業保険（会社負担 0.5%、個人負担 0.5%） 

・工傷保険（会社負担 0.16%～1.52%、個人負担無し） 

  ※工傷保険の料率は業種により異なります。 

http://rsj.sh.gov.cn/tylbx_17283/20200617/t0035_1389709.html
http://rsj.sh.gov.cn/tqt_17339_17339/20200617/t0035_1389099.html
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・生育保険（会社負担 1%、個人負担無し） 

  

なお、日中社会保障協定の適用（日本で公的年金を納めておられる方の中国養老保険の加入免除）

申請を行われる際には、日本年金機構において発行される「中華人民共和国で就労する被用者のた

めの日本国公的年金の適用に関する証明書（以下、適用証明書）」が必要となります。 

 

【適用証明書の日本側手続概要】 

・適用証明書申請書 

https://www.nenkin.go.jp/service/shaho-kyotei/shikumi/shinseisho/china/china.html 

・既に赴任されておられる駐在員の方は「7」を合わせてご確認下さい。 

https://www.nenkin.go.jp/service/shaho-kyotei/kunibetsu/notice/china.html#cms08 

 

 

また、日本から派遣される駐在員の場合、基数の上限額（税込月次給与 31,014 元）を上回る可能

性も高いと考えられますが、基数上限額に基づく、中国社会保険料の概算は下記の通りです（工傷

保険は 0.16%で試算）。 

 

【中国社会保険料の概算】 

・適用証明書を提出しない場合の「社会保険料（養老保険を含む）」 

会社負担 8,423.70 元/名/月 個人負担 3,256.60 元/名/月 

 

・適用証明書を提出した場合の「社会保険料（養老保険を含まない）」 

会社負担 3,461.40 元/名/月 個人負担 775.40 元/名/月 

 

社会保険基数を人民元給与のみとするのか、外貨給与も含めるのか等について確定はしておりま

せんが、現在、社会保険料は税務局への納付となっているため、月次申告額である「月次税込給与

（人民元給与+外貨給与+会社負担個人所得税）」での試算が必要と考えております。 

 

個人負担分社会保険料について、社会保険料控除は「専項控除（専項付加控除ではありません）」

として「居民個人」のみ適用できるため、暦年で「満 24 時間となる中国滞在日が 183 日未満」とな

る方については、社会保険料控除が適用できず、当該部分が課税対象となり、個人所得税が増加し

ます。 

 

上海市人力資源・社会保障局コールセンター及び窓口での確認によると、中国社会保険の「遡り

納付」、適用証明書の提出による養老保険加入免除の「遡り適用」の可否については、加入資料提出

後において、各資料に基づき判断するとのことです。今後の動向に充分に注意し、所在地の社会保

険センター等に申請方法、加入手続期限、必要資料等の確認・準備を進めるようご検討ください。 

https://www.nenkin.go.jp/service/shaho-kyotei/shikumi/shinseisho/china/china.html
https://www.nenkin.go.jp/service/shaho-kyotei/kunibetsu/notice/china.html#cms08
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ビジネス相談 

 

香川県上海ビジネスサポーターでは、会計・税務、人事労務、経営、法律などのご相談に無料でお答

えしています。お困りの際は、香川県上海ビジネスサポーターまでお気軽にご相談ください。 

 

【相談事例のご紹介】 

 

 質問 

【中国現地法人を所有している企業が外国企業から出資を受ける場合について】 

中国現地法人に日本企業及び、外国企業から出資を受けた場合、現地法人が所有しているラ

イセンスは停止されるのでしょうか。 

 

 

 回答 

中国ではライセンス規制があり、中国現地法人に対する外国資本が一定以上になると、ライ

センスの再取得、ライセンス停止等の影響がでます。 

まずは出資する中国現地法人の所有しているライセンスの確認と出資した場合の出資比率

(内資、外資)を確認することをおすすめいたします。 

 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

香川県上海ビジネスサポーター  池田 博明     

〒200030 上海市徐匯区虹橋路 1号 港匯中心 1座 25 楼 

（上海邁伊茲（マイツ）諮詢有限公司 浦西事務所内） 

 E-mail: kagawa@myts-cn.com 

上海ビジネスサポーターの支援をご希望の場合は、こちらを検索！！ 

 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

香川県 上海ビジネスサポーター 検索 


